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1.視 点

経済学からみた看護サービスの分析としてはす

でに,『看護マンパワーの経済分析』 という優れ

た報告書がある
1)。そこでは看護サービスについ

て論 じるべきものはすべて論じ尽くされていたと

いってよい。 しかし,す でにこの報告発表から10

年を経ている。しかもこの10年は日本経済にとっ

て 「失われた10年」と呼ばれるほどの,戦 後初め

て経験 した大不況に苦 しまされた10年であり,現

在 もまだその途上にある。その意味では, この間

に起こった経済環境が看護サービスのあり方にた

いしてどのような変化をもたらしたのか,あ るい

は,な にも変化などもたらさなかったのか,を 見

極めることは重要である。それは,看 護サービス

が政治 ・経済の中で, どのような位置付けにある

のかを確認する作業でもある。

結論を先取りするなら,第 1に ,わ たしは, こ

の 「失われた10年」という惨惜たる経済状況の中

にあって,働 く人々の価値観が大きく揺らぎ,既

存の雇用制度が崩れつつあるが,そ の中にあって

も,専 門職としての看護サービスの位置付けがむ

しろ,専 門職として強まったことをまず指摘 した

い。その背景にあるのは,モ ノから得られる満足
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よりもサービスから得られる満足へと,人 々の経

済における価値観が大きく変わったからである。

第 2に,さ らにそれを支えるのが,す でに始まっ

ている高齢化社会における医療 0介護サービスの

マンパヮーの需要増大である。新規に雇用を創出

する分野として,現 在,産 業界では情報 ・通信分

野と並んで看護職への期待が大きく, また目下,

政府の支援策が講じられている。第3に, しかし,

この分野はまだ依然として女性が圧倒的に多い。

そこで男女共同参画型社会の形成のためには,高

度な専門職である看護サービスの人的資源を維持

するため,夜 勤回数を軽減するなど就労条件改善

の方策に向けて,英 知を結集すべきである。以下,

順次見てゆく。

2.経 済学におけるサービス労働の発見

現在の経済学の原型は,イ ギリスの産業革命が

起こり始めていた1776年,イ ギリスの道徳哲学者

アダム・スミス (1723-90)の 『国富論』にさか

のぼる。スミスは経済取引の行為,す なわち交換

が自由競争の原理で行われるほどお互いに利潤と

便益をもたらすとして,で きるだけ政府の介入が

無い世界が富をもたらすという思想を導いた。こ
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うした交換による取引が成立するのは, この取引

に参加するものが共に利益を得るからである。取

り引きによって,生 産者は利潤から,消 費者は購

入した商品から,大 きな満足を得るのである。産

業革命がスタートした当時,金 銀貨幣こそ富の源

泉であるという重商主義と,農 業こそ国の富を生

み出す源泉であるという重農主義が勢力を持って

いた。これに対して年々の労働こそ富の源泉であ

り, したがって,一 国の富とは,第 一に,農 工商

などの生産的労働における分業の細分化によって,

第二に,生 産的労働者を雇用する資本蓄積度の度

合いによつてきまるもの, とスミスは見た。そこ

でこの富の源泉である二つの条件を妨害する,封

建制と重商主義を支持する国家の規制こそ排除す

べき対象と批判した。現在はスミスこそ自由競争

の元祖といわれているが,そ れはこうした当時の

時代背景があったのである。

ところでこの経済学の世界で,「生産的労働」

とは何を指すかは,大 きな論争であった。重農主

義の時代には農業こそコストを超えた純生産を生

み出すものとみなした。それがスミスの登場のよっ

て,「すべての商品の生産と分配は生産的」 と定

義 し直された。とはいえ,そ れでも, ス ミスがモ

ノを生産する以外のサービス労働すべてを,生 産

的労働と定義したのかどうかは,不 明である。サー

ビス労働も生産的労働であるとして,国 民所得に

取り入れるべきとして認知されたのは, ス ミスか

ら110年以上経過 したアルフレッド・マーシャル

(1842-1924)に よってである
2)。
彼によってサー

ビス労働もまた生産的労働であり,一 国の富を形

成するとして経済学上の生産的労働とみなされた。

ようやく,家 事使用人,弁 護士,兵 士などと一緒

に,医 療従事者である看護サービス労働も経済を

支える重要な項目になったわけである。

経済学上にサービス労働が,所 得の源泉として

位置付けられたことは大きい。介護,福 祉サービ

ス労働は,古 くから社会には欠かせない大きな役
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割を担っていたにもかかわらず,戦 争における看

護職は国民の当然の義務であり,貧 困者への介護。

救済は富める者の当然の行為, という認識が長く

続いた。そのため, こうした職業は生産者の経済

行為とは一線が引かれ,需 要と供給により市場で

価値 (賃金)が 決まるというサービス労働一般の

職業から区別されてきた。また看護職というサー

ビスは,福 祉職と共に,女 性が伝統的に担ってき

た職業であるために,生 計の主たる責任者でない

女性労働には関心が低い時代が長く続いた。その

ため,労 JJJ条件の改善などにたいして社会的認識

も低かったと思われる。

しかし,時 代は変わり,経 済に富をもたらす源

泉は逆転した。モノからサービスによって作り出

される方が大きくなった。その結果,そ こに従事

する労働者の数も,サ ービス労働の方が大きくなっ

たのである3)。

3.看 護サービスの現状

3.1 看 護サービスの量 ・価格の決定

前節でみたように,看 護サービスは現在,経 済

学の中で,一 般の経済財や他のサービス職業と同

様に経済学の対象であり,分 析にも同じ手法が用

いられる。すなわち,需 要demand(以 下 Dで 示

す)と 供給supply(以下S)に よりその財やサー

ビスの価格と数量が決まるのである。看護サービ

スにおける価格とは賃金wage(以 下 W)あ るい

は給料であり,数 量とは看護職従事者の人数であ

る。

これまで看護婦不足であった時代が長く続いて

いたが, この状況も通常の労働市場における需要

と供給の枠組みを用いて,あ る程度の説明ができ

る。図表 1を用いる。縦軸が賃金,横 軸が看護//7

の人数である。需要は看護婦を必要とする病院の

賃金提示とその需要量を表す。他方,供 給は看護

職従事者が,働 きたいと思う賃金とその人数のイう

動である。需要者は賃金が高いほど雇用者を減ら
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そうと思うため,賃 金に対 して右下がりとなる。

他方,働 く側の供給者は,賃 金が高いほど働く人

が増えるので,賃 金に対 して右下がりになる。

図に即 してみる。当初需要はDlで あったが,

時間の経過と共に病床数の増加や病院建設の増設

で需要が増加 して,D2に 上方シフ トした。それ

以前,市 場はA点 で均衡 し,賃 金はW。,看 護者

数はa人 であった。しかし,需 要が増大して看護

職が足りなくなった。だが足りなくなったからと

いって,看 護婦がすぐに誕生するわけではない。

専門学校での教育が必要だから,時 間がかかる。

もし商品なら在庫があるから人間のサービス供給

ほど時間がかからであろう。モノの市場ではすぐ

価格が高くなって,供 給も増えるかもしれない。

もし潜在的な看護婦が大量にいながら職につかな

いであまっている状況なら,モ ノと同様に即座に

市場に参入できる。その結果,賃 金はWlに 上昇

し,か つ,看 護者もC点 に移動 して, ac人 だけ

ふえるであろう。しかし,前 述 したように,簡 単

に看護婦はふやせない。また,賃 金も医療保険制

度の診療報酬点数で固定されており,弾 力的に即

座に対応できないのが一般である。そこで,通 常

は需要と供給のギャップがABで 示され,看 護婦

不足の人数はabと なる。また賃金水準はもとの

低いままである (WO)。  し か し長い時間をかけ

ればやがて市場には賃金上昇圧力がかかり, いず

れC点 に上昇する。その結果,賃 金はWlに 跳ね

上がり,看 護婦もAか らCに 増加するはずである。

しかし,最 近は後述するように,そ うなるまえ

に看護職不足への対応がみられる。とくに専門的

技術をもった看護職への需要増加に対しては,積

極的に供給面での増加がみられる。とくに看護関

係の大学学部 (学科)の 増設が顕著であるから

(これは単に人数不足の解決ではなく, サ ービス

の質的向上,す なわち生産性の向上を意味する),

供給曲線は明らかに右側にシフトしている。そこ

で図表 1で は供給をSlか らS2に シフトさせた。
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にもかかわらず,現 状で依然として賃金はWOの

低い賃金水準にとどまっていたとしたら,新 しい

供給 S2に なっても,WOの 賃金で成立するのは

Elの 交点である。この状態ではElAが 供給過

剰として存在している。 しかし現実に起きたこと

は,需 要不足に対応して供給を増やす政策がとら

れた。すなわち,現 実にはE3を 通 じてE2に 移

動 したとおもわれる。すなわち,均 衡状態 E2で

は当初の需要不足AB(又 はab)が 若千解消さ

れ,AE2人 の供給になった。賃金はWiよ りは

低いが需要不足であったときの賃金W。 よりは高

くなっている。

もちろん,現 実の看護職の賃金と人員の過不足

は公立 ・私立の病院により異なり,賃 金も図表 1

のような理論通りにはなっていない。 しかし,後

述するように,大 枠はこの概念図で説明できる。

問題は個別の職場条件,雇 用形態,地 域差などに

より,そ れぞれ相違があることで, これについて

は,個 別に検討 していかなければならない。そこ

で本節での論点は看護職といえども,他 の専門職

のサービスとまったく別個のものではなく,市 場

の需要と供給の影響を色濃く残 して変化をしてい

るということである。その意味では特殊なテーマ

ではなく,国 民経済を担う重要な人材の能力 ・開

発という雇用政策の同じ土俵で考えるべきである。

そのうえで, このサービス特有の問題とは何かを

賃

金
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分析すべきと考えている。

3.2 看 護サービスの国際比較

このテーマの視点は,前 述したように日本の看

護職には日本だけが抱える特殊な事情がどれだけ

あるのか分析することである。しかし,筆 者の能

力の限界で独自にデータにあたることは出来なかっ

た。ここで紹介するのは大半は,平 成11年版 『厚

生白書』によっている。

図表 2は OECDの データにより作成 した,1

時点でみた医師。看護婦数の人口1000人当たりの

9カ国比較である。 1時点だけであり時間的な変

化はわからない。しかし, 1時 点でみても明らか

なのことは, 日本の看護婦数は他国と比較して決

して少なくないことである。むしろ医師数の方が

相対的に少ない。日本では医師数の供給 (大学定

員)を 制限していることの現われでもある。しか

し人口1000人当たりだけでは,患 者という直接の

看護需要との関係がわからない。

図表 3で は, これを考慮して病床,患 者行動,

医療施設別に看護職の比較を見た。これから次の

点が分かる。第1に,日 本は病床数が飛びぬけて

多い。第 2に,そ のため病床 1床当たりの看護職

員の数が少なくなる。すなわち患者からみると看

護婦不足である。しかし, この状態もゆるやかに

改善しつつある (一般病院100床当たリリ看護職

員数は10年間で13倍の増加)。第 3に ,平 均在院

日数が飛びぬけて日本は多い。このことも看護職

員の不足感を高める。

図表 4は平均在院日数の国際比較である。たし

かに日本の日数の長さが異常であるが,1985年 を

ピークに減少に転じている。これは 「日本の病院

機能や,入 院医療の在り方,患 者の入院行動等が

他国と明らかに異なっていることを示唆している。」

(平成11年厚生白書,p.105)。他国でもこれまで

は在院日数が30日を越えていたが,最 近は20日以

下に減少したという。日本でも医療に関わる人的・

物的資源に限りがあることから高齢期に必要な医

療サービスと介護サービスの見なおしが始まって

おり,現 在その途上である。平均在院日数の過去

10数年におよぶ減少もその効果の現われと見て良

いのではないだろうか。

以上を要約すると,交 際比較でみた看護職員数

のわが国の現状は,平 均以上にみえる。問題は日

本的な特殊事情である病院在院日数の長さが,実

感としての看護婦不足を過大にしているのではな

かろうか。

3.3 西 村 ・厳 (1990)の 分析

看護婦職の80年代の急速な増加については,前

述 した 『看護マンパワーの経済分析』における西

村周三 ・厳 善 焔による優れた研究がある
4)。こ

こでは彼らの結果を簡単に紹介するに止める。次

章で検討する彼らがカバーした後の1990年代以降

について,そ の分析がまだ有用であるかどうかの

材料としたい。

看護職数の変化は医療保険制度における診療報

酬点数の 「基準看護」(1958年創設)と 切 りはな

せない。

入院患者に対 し何人の看護婦を配置するかとい

う 「基準看護」の変化がそのまま,看 護職の需要

になり,給 与の引き上げにも反映されると考えら

れるからである。

西村 ・厳論文から明らかになったのは,以 下の

ことである。

1)1974年 以降,基 準看護料は80年代にかけて 9

回引き上げられ,入 院の普通看護料は1973年の

30点から89年の140点まで引き上げられた。 し

かし,総 点数に比べて看護料はそれほど高くな

い 。

2)そ の背景には,1972年までは看護料が室料と

一括した 「入院料」としてあつかわれていたが,

その後は看護料と室料に区別されたことがあげ

られる。入院行為 1件当たりの報酬点数は入院
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料 (約6割 )が 最も多く次に,看 護料約 2割,

室料約 1割 になる。このうち室料は入院料の約

2割前後を占め病院の重要な収入源である。そ

こで80年代以降は,病 床数の増加が一般的にな

り,そ の結果,看 護婦数の需要増が生じた。す

なわち,看 護婦数増加は病床数の増加でかなり

説明できる。

3)他 方,看 護料は入院料の35%を 占め,室 料よ

リウエイトは高いが,看 護料以外の注射料,手

術料,処 置料などの診療行為の中にも看護サー

ビスの対価は含まれるとも理解できる。すなわ

ち, 1件 当たり 「看護料」だけでは看護婦の

「給料」をすべて表す指標とはいえないかもし

れない。

4)病 床数の増加による看護婦数の増加は結果と

して,看 護職の給与の上昇に結びついたのだろ

うか ?西 村 ・厳氏はまずデータ利用上の困難

さを指摘したうえで,限 定的としながらも,労

働省 『賃金構造基本調査』を用いて,両 者の時

系列的な変化 (実質賃金の変化率と病床数の変

化率)を みた。その結果は両者の間に明確な関

係は見出せなかった。

5)そ こで次に,デ ーターを公私病院連盟の 「病

院経営実体調査」から,公 私別に,100床 当た

り医業費用,給 与費,材 料費,医 業収入,入 院

費用などを,他 方, 自治省 「地方公営企業年鑑

(病院)」からは,看 護婦と准看護婦の 「基本給」

を消費者物価で実質化したものを,取 り出した。

それぞれの変化率を用いた1973年～89年までの

時系列データで回帰分析を行い,相 関係数をみ

た。主な発見は次の通り。

①公的病院では看護婦数 (100床当たり看護婦数)

の増加と医業収益や入院費用の増加率の間には

正の相関が見られたが,看 護婦の給与との間に

は正の相関はなかった。しかし, 1件 当たり看

護料と医業収益,入 院費用,看 護婦給与の間に

は相関があった。このことは看護婦の給与引き
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上げは看護人数の増加よりは看護基準の改定に

応じて引き上げられると解釈できる。

②私立病院の場合は,看 護婦数の増加と医業収益

や入院費用の増加率の間に正の相関は見られず,

また看護婦の給与とも相関は無かった。さらに,

1件当たり看護料と医業収益,入 院費用,看 護

婦給与の間には公的病院のような有意な相関は

みとめられなかった。これは私的病院では7割

が基準看護をとっていないということによるの

であろう。

③看護婦と医師の賃金格差は,公 的病院よりも私

的病院のほうが大きい。しかし格差は時系列的

には縮小してきている。公的病院では医師が看

護婦の2倍,准 看護婦の18倍 に対して,私 的

病院では看護婦が3.1倍ち准看護婦が34倍であっ

た (1989年)。

結局,西 村 0厳 (1990)の分析から,看 護婦の

労働条件は私的病院の増床志向により,大 きく撹

乱されてきたことが明らかにされた。そこで,看

護婦不足を解消するのに基準看護料引き上げは一

時的な効果を果たしたが,今 後長期的に看護労働

を確保していくためには,看 護料の水準が看護婦

給与という原価にもっと近づける工夫が必要とい

う結論であった。しかし基準看護を実施していな

い多くの私的病院には,別 途の対応が必要という

ことになろう。

以上が80年代以前の看護職の状況であった。そ

の後に続く90年代に入ると, ここで発見された情

報を変更する必要があるのか, という点から以下

見ていこう。

3.4 看 護職数の推移と看護教育

医療従事者の変化

図表 5は主要な医療関係従事者の約40年におよ

ぶ推移である。医師,歯 科医師,薬 剤師の緩やか

な増加に対して,看 護婦と准看護婦は,特 に80年
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代以降,急 速な増加がよみとれる。これは前節で

みた,80年 代の病床数の増加に対応 したものであ

る。

図表 5は 病院だけでなく診療所などの従事者を

含むことに注意が必要である。図表 5の 下部に80

年代半ば以降の看護職の増加がいかに顕著であっ

たかを数値で示 した。90年を境にして看護職の年

平均増加率は以下のような特徴がある。第 1に ,

全産業の雇用者数の平均増加率よりはるかに高い

伸びを示 した (90年代の雇用者の年平均増加率

16%に 対 し,看 護婦 (士)51%,准 看護婦 (士)

20%)。 第 2に ,女 性雇用者全体は男性より大き

な伸びを示していたが,看 護職はそれを上回る伸

びであった。第 3に ,医 師よりも看護婦 (士),

准看護婦 (士)の 方がともに増加が大きい。第 4

に,看 護婦は90年代に入っても増加率は衰えてい

ないが,准 看護婦数の伸びは低下している。その

背景には准看護婦が看護婦にシフトすると同時に,

働 く先が病院勤務で減少 し,地 域医療をになう診

療所に相対的に移ってきたと考えられる。後者に

ついては90年代に入ってからの地域医療へのシフ

トは,看 護職全体においてみられる (病院勤務の

割合は84年,看 護婦 (士)86%,准 看護婦 (士)

69%か ら,96年 は看護婦 (士)83%,准 看護婦

(士)63%)。

女性政策の国際的潮流

このような90年代に入り,看 護職増加傾向の直

接的背景には遅れていた看護教育に対する社会的

な関心の高まりが,一 気に現実的な対応に向かっ

たことがあげられる。その要因としては,高 齢化

社会の不安と,そ こに従事する医療マンパヮーヘ

の対応が厚生省のゴールドプラン,新 ゴール ドプ

ランを通 して認識されたこと, さ らに国連が主催

する世界的な女性の地位向上に向けた強力な運動

があげられる。すなわち, 1975年 に 『国際女性倒

の立ち上げ,そ れに続 く 『国連女性の10年』を国

際的な運動期間として定め,女 性の地位向上を達

経済学からみた看護サービスの現状と展望

成するために政府に行政的組織を設置することが

規定された。 日本でもこれを受けて、総理府 に

『婦人問題企画推進本部』設置が閣議決定された

(75年9月 )。

90年代に入ると,着 実にその成果があらわれ,

日本政府にも男女共同参画型社会を実現するため

の組織として新たに総理府に男女共同参画室およ

び男女共同参画審議会が設置 (1994年6月 )さ れ

現在に至っている。同審議会の誕生によって初め

て国の女性政策が国政として議論されることになっ

た。

こうした一連の女性の社会的な地位を向上させ

ようという内外の運動の中から,女 性の職業とし

て最も伝統があり,か つ,人 数が多い看護職の見

なおしに向かったのは当然のことであろう。とく

に,国 連の運動では,女 性の社会的地位が低い背

景として, どこの国でも普遍的な古い慣習に根ざ

した性差別意識があることから,す でに1967年に

国際法として 『女子差別撤廃法』宣言を採択 して

いた。日本で同法を批准したのは,「国連婦人の

10年」も終わるデッドラインである1985年であっ

た。こうした国際法を受け入れたことで, 日本に

おける女性の働く環境は国際法のもとでもチェッ

クを受けるものに変わった。『男女雇用機会均等

法』(1985年)の 成立,施 行 (翌年86年 4月 )な

ど法律の対応も, こうした国際的な潮流の中で誕

生した。

看護の高等教育

看護職はもっとも男女差別が残る職業といわれ

てきた。医師と看護婦のl■l係を単なる補助省では

なく対等のパートナーシップを持った職業に高め

るには教育による質の向上が先決である。こうし

て看護職を高等教育に位置付ける機がようやく熟

した。

図表 6か らその推移が明確に確認できる。これ

まで看護職の教育は学校養成所でおこなわれてい

たが,准 看護婦学校養成所は減少の傾向をたどり,
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より質の高い看護婦学校養成所の数が増加してい

る。さらに4年制の看護大学 (看護学部または看

護学科)の 整備が90年代以降急速に整備されてき

た。1999年度時点でその数は76学部 (学科)に お

よび,ま た大学院修士課程を持つものは31,博 士

課程では9校 となった。看護サービスは量と質の

向上に向けて大きく動きだした。残る問題は看護

職の労働条件に代表される賃金や雇用形態である。

最後にこの点を検討しよう。

3.5 雇 用発展が期待される医療・福祉分野

本章の冒頭で述べたように一般的に,サ ービス

価格は,労 働の需要と供給により市場で決定され

るとみてよい。これまで見てきたことは,大 筋で

医療サービスの需要増加が看護職の不足を招き,

看護基準料で一時的な給与への対応がなされてき

た, しかし,給 与面の対応は十分になされていな

い, というものであった。以上は80年代までのデー

タによるものであった。90年に入っても同様の傾

向が続いているのが以下見てみよう。

図表 7は80年代と90年代に分けた産業の雇用増

加を医療産業との対比でみたものである。すでに

図表 5で も確認できたが, この図表からは90年代

に入り, モノを作る製造業からサービスを提供す

る分野に雇用吸収の役割が移り,特 に医療と社会

福祉に分野で年率3%を 超える高い雇用を吸収し

てきたことがわかる。すなわち,依 然として看護

職への労働需要は今後も期待されるのであり,そ

れに応えるべく,人 員と教育の向上にむけた投資

が現在おこなわれている。さらにこの表の意味す

るのは,今 後の日本経済の成長に寄与するのは,

モノを作る分野ではなく,サ ービスを提供する分

野であるということである。そのために,そ の人

材の確保と高い生産性を上げるために,労 働の質

を高めるさまざまな工夫が,国 をあげて検討課題

に上がっている。

こうした状況を法律面でも支援する動きが活発

経済学からみた看護サービスの現状と展望

になってきた。例えば,「介護労働者の雇用管理

の改善等に関する法律」(1992年),「看護婦等の

人材確保の促進に関する法律」(1992年),「社会

福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に

関する基本的な方針」(1993年)な どである。加

えて,人 口構造はすでに少子化の流れにあり,将

来,若 年層の労働力確保は難しくなってきた。そ

こで,医 療 ・福祉分野のマンパワーの確保には,

中高年の働く意欲のある人材活用が重要な課題と

して上がっている。看護資格を持っていながら埋

もれている人材については,中 高年齢層の再教育

や能力開発の体制,看 護職養成機関における社会

人が参加可能な整備など,課 題としてあっがてい

る5)。

看護職についてはこうした面での対応がより強

く求められる。なぜなら看護資格を有している人

材がなぜ現在就業していないかという理由を把握

し,そ の原因がどこにあるかを探ることが有限な

人的資源を有効に使う一番の近道だからである。

看護職はこれからいっそう高度な教育投資が投入

されていくことから,そ うした教育にみあった社

会的処遇をすることが結局,社 会への還元に結び

つくといえる。

3.6 看 護サービスの労働条件

西村 ・厳 (1990)で,す でに看護職の給与は医

師と比較した格差が80年代を通して縮小傾向にあ

ることをみた。本項では男女間格差に視点をおい

てみてゆく。一般に給与の男女間格差をもたらす

最大の要因は,勤 続年数である。女性は結婚,出

産,育 児などのライフ・サイクルに合わせて退職

や再就職を余儀なくされる場合が多いため, どう

しても男性と比べた勤続年数が短くなる。日本的

な雇用慣行にあっては男性を中心に年功的な賃金

形成がなされてきたから,勤 続年数の違いはすぐ

給与水準の相違に跳ね返る。

図表 8は 「労働白書」から,産 業別に医療従事
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経済学からみた看護サービスの現状と展望

者の勤続年数がどのような特徴を持つかをみたも

のである。これによると明らかに医療や社会保障

関係の従事者は勤続年数が短くなっている。男女

別 ・学歴別にみても同様な傾向がみられることか

ら, この分野における特有の傾向であろうと,自

書では分析 している。その要因として, この分野

の離職率を掲げて,「離職率が産業計などと比べ

ても高くなく, また, ほとんどの年齢階層におい

ても入職後 5年 未満の者の割合が全産業と比べて

高めの傾向であることから勤続年数の短さは, こ

れらの分野が急激に発展して,新 規参入が相次い

でいるためと考えられる」
6)(こ の説明に用いて

いる付属資料は本文では省略した)。

この意味するところは,経 済学でいう労働需要

が活発におこなわれているところでは,労 働供給

者の転職機会を促す情報が多くあり,そ の結果こ

の分野の労働者はより良い条件を求めて上方にシ

フトしていることを示す。このことから,看 護職

についても,他 の職業にくらべてよりよい労働条

件を求めているという, プラスの労働環境の中に

いると言って良いであろう。

図表 9は 労働省 『賃金構造基本調査』を用いて,

医療従事者の給与 ・賞与水準と年齢などを性別に

みたものである。比較のために,一 般労tJJ者のな

かからサービス業の男女も掲げた。年齢を見たの

はほぼ勤続年数に置き換えることができ,給 与水

準の格差のうちかなりの部分を説明できるからで

ある。そこで年齢格差にほぼ見合って給与格差が

ついているならその格差は勤続絵年齢によるもの

とみて,差 別とはいえなくなる。また近年,看 護

職への男性の参入は目覚 しく
7),長
年,長 年,女

性だけの職場といわれてきたなかに意識変化をも

たらし,労 働条件の改善にも結びつくよいきっか

けといえる。

このように見てくるとこの表から次のことがい

える。第 1に ,勤 務先規模を合計 した数値でみる

と,医 師,看 護婦 (士),准 看護婦 (士)の 3職業

については,給 与 ・賞与ともに,医 師の男女間格

差が年齢格差に比して大きい。医師は病院規模な

どを考慮しても依然として。男女間の給与格差は

大きい。しかし看護婦 ・准看護婦はほぼ年齢格差

に応じた給与格差とみてよい。すなわち,看 護職

では男女間賃金格差は無視しえるものである。第

2に,勤 務先規模が1000人以上の大規模になると,

むしろ看護職の方が賞与を中心に年齢格差以上の

ものを得ている。第 3に, しかし規模が小さい所

になると逆転し,看 護職は年齢格差に比べて給与,

賞与ともに男女間格差は拡大している (年齢は女

性のほうが高いのに,給 与は低くなっている)。

第4に , しかし,一 般のサービス労働者に目を転

じると,男 女間の給与格差は大きく,年 齢格差は

男性の93%に すぎないのに,給 与 ・賞与ともに給

与の6割と少ない。そこで看護職は専門職として

位置づけられ,一 般労働者に比べ給与面の優位性

は歴然としている。

3.7 看 護職の配置基準

残る労働条件の問題はfl」き方であろう。図表 9

の規模計には所定内実労働時間と超過実労働時間

も掲げた。これで見る限り, とくに看護職が超過

時間労trJJの状態にあるとはいえない。

とするとやはり,看 護職のfJ」き方の問題は深夜

勤,准 夜勤,昼 勤という交代制に尽きるであろう。

この分野の研究もすでに草刈 (1990)の優れた論

文がある8)。看護婦不足について苦慮したアメリ

カのケースを紹介した草刈論文では,現 在の問題

の所在とその解決策を次のようにまとめている

(前掲 p.85)。

全米で看護婦不足に直面したとき,逆 に看護婦

不足を招いていない病院ではどのような経営をやっ

ていたかを徹底的に探求した。その結果,看 護婦

が病院を選んでいた基準は,給 与が第 1なのでは

なく,患 者と看護婦の人的配分にこそ人々の最大

の関心が集まっていた。これこそ良い看護サービ
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スのための最も基本となるもだというのである。

現在, 日本では看護婦不足に対処するには夜勤

の解決がもっとも重要な課題といわれている。こ

の問題もつきつめるなら,上 記の患者と看護婦の

望ましい人的配置に突き当たる。現在日本でとら

れている 「入院患者4人 に対し看護婦 1人」とい

う医療供給体制の基準は,半 世紀もまえの1948年

に設定されたものである。だが過去半世紀におよ

ぶ日本医療の現場で起きてきた濠1的な変化を考え

るならば, これほど長い期間に渡り配置基準が固

定されてきたことの異常さこそ,指 摘されなけれ

ばならない。

単に医療サービスの需要が増大したことだけが

配置基準の変更要求なのではない。医療技術の高

度化,そ れに求められる医療従事者の高度な専門

技術の習得, さらに入院患者の長期滞在化と人員

増大などが再考の背景にある。現在 (2000年2月

20日),「入院患者 3人に看護婦 1人」の実現に向

けた医療提供体制の改革が大詰めを迎えている。

欧米では 「1対 1」さえも珍しくないという。日

本でも 「3対 1」の基準はすでに86%の 病院が達

成しているという
9)。しかし日本医師会は 「地方

の病院は看護婦を雇いたくても集まらない」とし

て,現 行基準の維持を譲らない。厚生省案の 「3

対 1」は, 2月 21日の医療審議会に答申する予定

といわれ注目されていたが,今 春の国会(2000年)

提出は廃案になった。。

もし 「3対 1」になれば,夜 勤体制も変わる。

例えば入院患者48人を例に取ろう。 3対 1な ら看

護婦の定員は16人になり,昼 も夜もこの人数で患

者をみる。夜勤回数月 8回 として,昼勤,準夜勤,

深夜勤の交代表を作ると,昼 間は病棟に看護職を

64人配置できるので, この場合 1人 の看護婦が

担当する患者は75人 になる。 し かし, 夜勤には

看護婦が2人 しか配置できず, 1人 の看護婦が担

当するのは24人である。夜勤に3人の看護婦を配

置するには 「3対 1」では不足で,「 2対 1」 が

経済学からみた看護サービスの現状と展望

必要になる。つまり,現 状の提案3対1でさえはこ

のような状況である。

仮に 「3対 1」 が実現 したとしても,な お深夜

勤の勤務回数をどのようにして減らしていくかと

いう問題が残る。このテーマも草刈論文では丁寧

にサーベイしている。このテーマについて筆者は

十分な情報を得ていないが,草 刈論文を読んだ限

りでは,専 従夜勤勤務の活用に今後は全面的に切

りかえることが必要と思われる。 (この点,筆 者

は知識がないので, ご批判いただきたい)。

その理由は2点 である。第 1は ,す でに日本の

看護職も高等教育を受けることが自然な流れに変

化した。ということは学生が昼は勉強をし, シフ

ト形態で専従夜勤が可能な環境が整っているとい

うことである。あとは学業と夜勤の負担をいかに

少なくするかといった運用面の工夫をすればよい。

この点は現場から反論があるかもしれない。先と

併せて, ご批判をいただきたい。

第 2は ,す でに看護職は女性だけの特別な労働

ではなく,他 の専門的労働と同様に,職 業と人生

が一体化 した女性のライフスタイルが定着 してい

る, という点である。すでに一般の女性労働は,

世帯数の半数を占め,何 らかの形で就労している。

働き方も多様である。フルタイム労働だけが労働

のモデルではない。オランダではパート労働が一

般的である。この国では大臣でさえパートである。

日本でも看護職だから常勤が望ましいとか,常 勤

でなければ責任ある仕事が任せられない, という

「べき」論から脱却する局面に達 した。それでな

くとも,21世 紀は労働力不足の時代である。従来

の発想を転換 しなければ前進できないのではなか

ろうか。

5.要 約 と展望

要 約

以上を簡単に要約する。日本の看護マンパヮー

について経済学から概観すると, 日本的な特殊事
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情はあるものの,総 じて経済学のフレームヮーク

で分析できる。すなわち医療サービスの需要と供

給という枠組みが使える。そのように見ると, こ

れまでサービスはモノを製造するのに比べて経済

的価値は低く見られてきたことが反省される。特

に,主 として女性が従事するサービスの価値は低

かった。すなわち給与。報酬が低かった。 し か し

医療サービスヘの需要が高まり,病 床数の増加が

これに対応するにつれて,看 護婦需要の増加が生

じ,そ の結果,看 護婦不足が発生 した。他方医療

価格は市場で決定されるのではなく,依 然として

医療保険制度のもと,基 準看護として規制を受け

ていた。 しかし医療需要の上昇に伴い診療報酬制

度のの点数も上昇をし,基 準看護料も一時的に上

昇するという形での対応となった。すなわち,看

護婦の給与水準も上昇した。しかし,給 与と基準

看護料は完全に対応していないため,両 者の関係

は確定できない。

一方, 日本経済も成熟化には入とともに,モ ノ

の生産により成長をもたらす余地は少なくなった。

今後はサービスが経済に寄与することが期待され,

現に90年代に入り雇用吸収はサービス分野が担っ

てきた。特に医療と福祉の分野で雇用増加が顕著

であった。こうしたなかで,90年 代には圧倒てき

に女性の職場であった看護職に男性の参加が進ん

だ。その結果,男 女間で給与の比較ができるまで

になった。現在,男 女間で看護職の給与の比較を

すると,そ の格差は皆無といってよい。 しかし規

模の小さい病院等では, まだ女性のほうが男性よ

り低い給与を得ている状況があり,小 規模ほど旧

来型の男女差別による経営がなされているとも考

えられる。また,他 の一般サービス業に従事する

労働者の給与では,依 然として男女間格差が大き

いことから,相 対的に看護職は,女 性の専門職と

しての優位性が保持されているといってよい。

問題は患者と看護婦 (士)と の人員配置による良

質のケアが提供出来る状態を今後,い かに確保す

経済学からみた看護サービスの現状と展望

るかというところにある。現在,「 3対 1」 にむ

けた医療提供体制の改革が50年ぶりに国会で審議

される直前まで運動が盛り上がった。しかし,今

後の方向については依然,混 沌としている。そこ

で, こうした政治的な交渉の場に,該 当する女性

も参加すること,す なわちこの場合は政策決定の

場に看護職の女性が参加することが,労 働条件を

改善させる鍵になる。重要な国会,政 府および地

方の各種審議会等の場に,医 療サービス分野から

有力な女性を送り込む, いわゆるロビー活動等を

も視野にいれた運動が,必 要となる。

展 望

今後, 日本の看護マンパヮーの展望については,

筆者は楽観 している。なぜなら以上見てきたよう

に看護職への需要は高まる一方で, それへの対応

は現実に,着 実に良い方向に向かっているからで

ある。さらに次の補論に見るように,日 本では,

医療部門で高い雇用吸収を維持 しているアメリカ

との類似性が,感 じられるからである。すなわち,

第 1に ,医 療サービスヘの需要は今後ますます増

えていくだろう。他の産業分野では需要が減衰し

ているため,新 たな商品を開発 しなければならな

いことに苦慮 している点を考えれば, これは大き

な違いである。第 2に , しかしこれからますます,

人々の関心は良質の看護サービスヘ向かうだろう。

「入院患者 3人対看護職 1人」 の実現は日前にあ

る。そこで従来型の政治的な駆け引きは一時的に

は成功 しても長期的には世論の批判のまえに長続

きしない。すなわち政治家の選挙という審判のま

えに,彼 らの力はかってと比べ物にならないくら

い低下 し,既 得権益の保守は脆弱化 している。第

3に ,人 々の働 く形態は一層多様化 し,流 動化 し

ていく。やり甲斐のある仕事を求めて,専 業の深

夜勤務も,十 分な報酬を用意することでかなり魅

力的な職場になるはずである。むしろ既存の看護

職者自身が, こうした新 しい働き方の形態を柔軟
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に受け入れることができるかどうか, という寛容

性が要求されよう。しかし当然のことながらそこ

に至るまでには,十 分な研究および情報の収集が

必要なことはいうまでもない。

(2000年10月31日加筆修正)

補 論  90年 代のアメ リカの経験

1990年年初, アメリカは現在の日本と同様の不

況に苦 しんでいた。90年代末の日本とまったく同

様に,金 融政策で経済を活性化させるために,実

質ゼロ金利政策が,91年 から98年にかけてとられ

た。ただ日本と異なるのは, 日本で名目の政策金

利の水準自体が,す でにゼロに近く,物 価上昇率

もゼロに近かったのに対 して,ア メリカでは政策

となる短期金利 (フェデラルファンド・レートと

いう)は 91年から92年で平均3.3%,消 費者物価

上昇率も30%で あったか ら,実 質金利はほぼゼ

ロ%だ が,名 日ではまだ 3%台 であった。92年当

時, 日本の失業率は2.1%の 完全雇用に対 し, ア

メリカは57%の 高水準であった。現在は日米の

この数値は完全に逆転し, 日本が46%(99年 12

月), アメリカが4.0%(2000年 1月 )で ある。米

国では労働組合で守られていた製造業から,失 業

者が続出し,組 合のないサービス産業に参入した。

その結果,移 動 した労働者の賃金は低下 した。こ

うした流れの中,労 働者は積極的に,新 たな雇用

の場を求めて,医 療,健 康,福 祉サービス等に向

かった。この間, ジョブレス ・リカバリーと (雇

用なき経済回復)い われたリストラに覆われた。

新たな雇用増加が生まれない中,比 較的労働力が

不足していおり,か つ需要の高い健康,医 療,福

祉分野で雇用が急速に伸びた。数年遅れて情報,

通信などいわゆる IT(イ ンフォメーション・テ

クノロジー)革 命が起こり, これが新たな雇用吸

収力をもち,2000年 に入リー段と好景気が加速さ

れた。

しかし医療,健 康,福 祉サービスの雇用は92年

経済学からみた看護サービスの現状と展望

以降,政 府の医療保険制度の改革により大きな変

化をみる。すなわち財政赤字に対処するため,政

府は大幅な医療費削減を意図した戦略をとる。そ

こで医療保険制度改革は診療報酬料の見直しとな

り,医 療従事者にとってコスト削減となる変更が

とられた結果,医 療分野から労働者は緩やかな流

出が生 じた。そこで,現 在90年代初期のような高

い伸びこそみられないものの,依 然として雇用吸

収の力は衰えていない。

以上の流れを図表10の人員の変化および,図 表

11の賃金の変化から読み取ることができる。90年

代に入り,雇 用は緩やかに減少しているが,賃 金

は他のサービス業に比べて上昇を続けている。こ

うしたアメリカの経験に照らしてみると,現 在日

本でおきている,不 況の中での厳 しいリストラと

雇用削減と,他 方で医療分野での人手不足という

状況は,1990年 代初期のアメリカとの類似性とし

て見ることができるであろう (Cynthia Engel,

“
Health services industry: still a iob ma―

chine? " 几イοれιんの Lαbοr Rθυjθω, March,

1999)。
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